【参考様式】

事業譲渡証明書

年　月　日　

　　　保健所長　殿

（譲渡人）　　　　　　　　　　　　　　

　住所　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記のとおり，事業譲渡（　した　・　する　）ことを証明します。

  なお，構造設備については，譲渡日時点において，私（弊社）が県に行った申請，届出内容から変更が（　ある　・　ない　）ことを申し添えます。

　また，事業譲渡に関して，問題等が生じた場合には，関係者間（譲渡人及び譲受人等）で解決することとします。

                    　

記

１　事業の概要

（１）事業の種別　：理容・美容・クリーニング・旅館業・公衆浴場・興行場

　　　　　　　　　　　　　（※　該当するものに○をすること）

（２）施設の所在地　：

（３）施設の名称　：

（４）許可(交付)年月日　：

（５）許可(開設検査確認済)番号　：

２　譲受人

（１）住所：

（２）氏名：

３　譲渡（予定）日

　　　　　年　月　日
留意事項
１　基本的事項について
　　当該参考様式は，事業譲渡に係る申請書や届出書の添付書類である「営業の譲渡が行われたことを事業者が証する書類」として，提出することを想定した書類であり，譲受人が譲渡人から営業の権利を譲渡したことを県が証明するものではないこと。
２　譲渡人・譲受人について
　　法人の場合，住所は主たる事務所の所在地，氏名は法人名及び代表者氏名を記載すること。
３　事業譲渡の時期について
　　旅館業の承継申請書では，事業譲渡することを証明したものであること。
　　興行場，公衆浴場，理容，美容及びクリーニングの承継届では，事業譲渡したこと　を証明したものであること。
４　構造設備について
　　構造設備の変更がある場合は，廃業新規に該当するか，変更届に該当するかを保健所に確認すること。
５　その他任意様式で提出する場合の必要な記載事項について
　　「営業の譲渡が行われたことを証する書類」として，以下の事項（令和５年11月29日厚労省通知問８の覚書に係る必須事項を参考）が記載された契約書，覚書その他任意様式により提出することも可能であること。
・譲渡人氏名，住所（法人にあっては名称，代表者名，主たる事務所の所在地）
・譲受人氏名，住所（法人にあっては名称，代表者名，主たる事務所の所在地）
・営業施設の名称，所在地
・当該営業許可又は届出に係る事業を譲渡した旨（旅館業にあっては，当該営業許可に係る事業を譲渡する旨）
・譲渡の事実があった日（旅館業にあっては，譲渡の効力発生日）
